
 

寒 川町 ひと り 親家 庭等 の医 療費 助成 に 関 す る条 例施 行規則 新旧 対照 表  

現 行  改 正案  

～ 略～  

(条 例 第 4条 第 1項 の 所 得 の 額 の 計 算 方

法 ) 

～ 略～  

(条 例 第 4条 第 1項 の 所 得 の 額 の 計 算 方

法 ) 

第 1 0条  条 例 第 4条 第 1項 に 規 定 す る 所 得

の 額 は 、 そ の 年 の 4月 1日 の 属 す る 年 度

(以 下「 当該年 度 」とい う。)分の道 府県

民 税 に 係 る 地 方 税 法 第 3 2条 第 1項 に 規 定

す る 総 所 得 金 額 (同 法 附 則 第 3 3条 の 2の

規 定の 適用 を受け る者 につ いて は、その

者 が 当 該 規 定 の 適 用 を 受 け る 者 で な い

も の と し て 算 定 し た 地 方 税 法 第 32条 第 1

項 に 規 定 す る 総 所 得 金 額 )、 退 職 所 得 金

額 及び 山林 所得金 額 、同 法付 則第 33条の

3第 1項 に 規 定 す る 土 地 等 に 係 る 事 業 所

得 等 の 金 額 、 同 法 附 則 第 3 4条 第 1項 に 規

定 す る 長 期 譲 渡 所 得 の 金 額            

                                   

                                   

                                   

                                   

                                   

                                   

                                   

                、 同 法 附 則 第 3 5条 第 1

項     に 規 定 す る 短 期 譲 渡 所 得 の 金 額  

                                   

                                   

                                   

                                   

                                   

                                   

                         、 同 法 附 則

第 3 5条 の 4第 1項 に 規 定 す る 先 物 取 引 に

係 る 雑 所 得 等 の 金 額 並 び に ひ と り 親 等

(父 又は母 に限 る。)がそ の 監 護す る児童

の 父 又 は 母 か ら 当 該 児 童 の 養 育 に 必 要

な 費 用 の 支 払 と し て 受 け る 金 品 そ の 他

の 経 済 的 な 利 益 に 係 る 所 得 の 金 額 の 1 0 0

分 の 8 0に 相 当 す る 金 額 ( 1円 未 満 の 端 数

が ある とき は、これ を 四 捨五 入 し て得た

第 1 0条  条 例 第 4条 第 1項 に 規 定 す る 所 得

の 額 は 、 そ の 年 の 4月 1日 の 属 す る 年 度

(以 下「 当該年 度 」とい う。)分の道 府県

民 税 に 係 る 地 方 税 法 第 3 2条 第 1項 に 規 定

す る 総 所 得 金 額 (同 法 附 則 第 3 3条 の 2の

規 定 の 適用 を受け る者 につ いて は、その

者 が 当 該 規 定 の 適 用 を 受 け る 者 で な い

も の と し て 算 定 し た 地 方 税 法 第 32条 第 1

項 に 規 定 す る 総 所 得 金 額 )、 退 職 所 得 金

額 及 び 山林 所得金 額 、同 法付 則第 33条の

3第 1項 に 規 定 す る 土 地 等 に 係 る 事 業 所

得 等 の 金 額 、 同 法 附 則 第 3 4条 第 1項 に 規

定 す る 長 期 譲 渡 所 得 の 金 額 (租 税 特 別 措

置 法 (昭 和 3 2年 法 律 第 2 6号 )第 33条 の 4第

1項 若 し く は 第 2項 、 第 34条 第 1項 、 第 3 4

条 の 2第 1項 、第 34条の 3第 1項、第 35条第

1項 、 第 3 5条 の 2第 1項 又 は 第 3 6条 の 規 定

の 適用 があ る 場合 には、これ らの 規定の

適 用 に よ り 同 法 第 31条 第 1項 に 規 定 す る

長 期 譲 渡 所 得 の 金 額 か ら 控 除 す る 金 額

を 控 除 し た 金 額 )、 地 方 税 法 附 則 第 3 5条

第 1項 に 規 定 す る 短 期 譲 渡 所 得 の 金 額

(租 税 特 別 措 置 法 第 3 3条 の 4第 1項 若 し く

は 第 2項 、 第 3 4条 第 1項 、 第 3 4条 の 2第 1

項 、 第 3 4条 の 3第 1項 、 第 3 5条 第 1項 又 は

第 36条 の規 定の適 用が ある 場合 には、こ

れ ら の 規 定 の 適 用 に よ り 同 法 第 32条 第 1

項 に 規 定 す る 短 期 譲 渡 所 得 の 金 額 か ら

控 除 す る 金 額 を 控 除 し た 金 額 )、 地 方 税

法 第 3 5条 の 4第 1項 に 規 定 す る 先 物 取 引

に 係 る 雑 所 得 等 の 金 額 並 び に ひ と り 親

等 (父又は 母に 限る。)が その 監護 する児

童 の 父 又 は 母 か ら 当 該 児 童 の 養 育 に 必

要 な 費 用 の 支 払 と し て 受 け る 金 品 そ の

他 の 経 済 的 な 利 益 に 係 る 所 得 の 金 額 の 1

0 0分 の 8 0に 相 当 す る 金 額 ( 1円 未 満 の 端

数 があ ると きは、こ れを 四捨 五入 して得



 

金 額 )の 合 計 か ら 8万 円 を 控 除 し た 金 額

と する 。  

た 金 額 )の 合 計 か ら 8万 円 を 控 除 し た 金

額 とす る。  

2 次の各 号に 該当 する 者に つい ては 、当

該 各 号 に 掲 げ る 額 を 前 項 の 規 定 に よ つ

て 計 算 し た 額 か ら そ れ ぞ れ 控 除 す る も

の とす る。  

2 次の各 号に 該当 する 者 に つい ては 、当

該 各 号 に 掲 げ る 額 を 前 項 の 規 定 に よ つ

て 計 算 し た 額 か ら そ れ ぞ れ 控 除 す る も

の とす る。  

(1)・ (2) （略）  (1)・ (2) （略）  

( 3 ) 当 該 年 度 分 の 道 府 県 民 税 に つ き 、

地 方 税 法 第 3 4条 第 1項 第 8号 に 規 定 す

る 控 除 を 受 け た 者                  

                                 

                                 

                                 

                                 

                                 

                                 

                                 

                                 

                                 

                                 

                                 

                                 

                                 

                                 

                                 

                                 

                                 

                                 

                                 

                         ( 父 及 び

母 を除 く )につ いて は、27万円 (当該控

除 を 受 け た 者 が 同 条 第 3項       に 規

定 す る 寡 婦                        

                                 

                                 

                                 

                                 

                                 

                                 

                                 

            で あ る 場 合 に は 、 3 5万

円 ) 

( 3 ) 当 該 年 度 分 の 道 府 県 民 税 に つ き 、

地 方 税 法 第 3 4条 第 1項 第 8号 に 規 定 す

る 控 除 を 受 け た 者 (同 法 第 2 3条 第 1項

第 11号 イ中「夫 と死別 し 、若し くは 夫

と 離 婚 し た 後 婚 姻 を し て い な い 者 又

は 夫 の 生 死 の 明 ら か で な い 者 で 政 令

で 定め るも の」とある のを「 婚 姻に よ

ら ない で 母 となっ た 女 子 で あっ て、現

に 婚姻 をし ていな いも の」と 読み 替え

た 場 合 に お い て 同 号 イ に 該 当 す る 所

得 割 (同 項 第 2号 に 規 定 す る 所 得 割 を

い う 。 以 下 こ の 号 に お い て 同 じ 。 )の

納 税 義 務 者 (同 項 第 1 3号 に 規 定 す る 合

計 所 得 金 額 が 1 2 5万 円 を 超 え る 者 に 限

る 。 以 下 こ の 号 に お い て 同 じ 。 )及 び

同 項第 12号 中「 妻と死 別 し 、若 しく は

妻 と 離 婚 し た 後 婚 姻 を し て い な い 者

又 は 妻 の 生 死 の 明 ら か で な い 者 で 政

令 で定 める もの 」とあ るの を「 婚姻 に

よ らな いで 父とな った 男子 であ って、

現 に婚 姻を してい ない もの」と 読 み替

え た 場 合 に お い て 同 号 に 該 当 す る 所

得 割の 納税 義務 者 を含 む。)(父及 び母

を 除く )に つい ては、27万円 (当 該控 除

を 受 け た 者 が 同 法 第 3 4条 第 3項 に 規 定

す る 寡 婦 (同 法 第 2 3条 第 1項 第 1 1号 イ

中「 夫と死 別し 、若し くは 夫と 離婚し

た 後 婚 姻 を し て い な い 者 又 は 夫 の 生

死 の 明 ら か で な い 者 で 政 令 で 定 め る

も の 」とあ るの を「 婚 姻 に よら ないで

母 とな った 女子で あっ て、現 に婚 姻を

し てい ない もの」と 読 み 替 えた 場合に

お い て 同 法 第 3 4条 第 3項 に 該 当 す る 者

を 含む 。 )であ る 場 合に は、 35万 円 ) 



 

(4)～ (6) （略）  (4)～ (6) （略）  

(条 例第 4条 第 2項の 規則 で定 める 特例 ) (条 例第 4条 第 2項の 規則 で 定 める 特例 ) 

第 1 1条  条 例 第 4条 第 2項 に 規 定 す る 特 例

は 、震 災 、風水 害 、火災 その 他こ れらに

類 す る 災 害 に よ り 、 自 己 又 は 所 得 税 法

(昭 和 4 0年 法 律 第 3 3号 )に 規 定 す る 控 除

対 象 配 偶 者 若 し く は 扶 養 親 族 の 所 有 に

係 る住 宅、家 財又 は 主 た る生 業の 維持に

供 する 田畑 、宅 地、家 屋 、機械 、器 具そ

の 他 事 業 の 用 に 供 す る 固 定 資 産 (鉱 業

権、漁業 権 そ の他の 無形 減価 償却 資産 を

除 く 。)につ き 被害 金額 (保険金 、損害賠

償 金 等 に よ り 補 充 さ れ た 金 額 を 除 く 。 )

が そ の 価 格 の お お む ね 2分 の 1以 上 で あ

る 損害 を受 けた者 があ る 場 合、そ の損害

を 受け た月 から翌 年の 12月 31日 までは、

前 々 年 に お け る 当 該 被 害 者 の 所 得 に 関

し て は 条 例 第 4条 第 1項 の 規 定 を 適 用 し

な いも のと する。  

～ 略～  

別 表第 4(第 8条 関係 ) 

扶 養親 族等 又は

児 童の 数  

金 額  

0人  1,920,000円  

1人 以上  1,920,000円に、当該扶

養 親 族 等 又 は 児 童 1人 に

つ き 3 8 0 , 0 0 0円 を 加 算 し

た 額 (所 得 税 法 に 規 定 す

る 老 人 控 除 対 象 配 偶 者   

                      

    又 は 老 人 扶 養 親 族 が

あ る と き は 、 当 該 老 人 控

除 対 象 配 偶 者 又 は 老 人 扶

養 親 族 1人 に つ き 100,000

円 を 、 同 法 に 規 定 す る 特

定 扶 養 親 族 又 は 控 除 対 象

扶 養 親 族 ( 1 9歳 未 満 の 者

に 限る 。 )があ ると きは、

当 該 特 定 扶 養 親 族 又 は 控

除 対 象 扶 養 親 族 ( 1 9歳 未

満 の 者 に 限 る 。 )1人 に つ

き 1 5 0 , 0 0 0円 を そ の 額 に

第 1 1条  条 例 第 4条 第 2項 に 規 定 す る 特 例

は 、震 災 、風水 害 、火災 その 他こ れらに

類 す る 災 害 に よ り 、 自 己 又 は 所 得 税 法

(昭 和 4 0年 法 律 第 3 3号 )に 規 定 す る 同 一

生 計 配 偶 者 若 し く は 扶 養 親 族 の 所 有 に

係 る住 宅、家 財又 は 主た る 生 業の 維持に

供 する 田畑 、宅 地、家 屋 、機械 、器 具そ

の 他 事 業 の 用 に 供 す る 固 定 資 産 (鉱 業

権 、漁業 権 そ の他の 無形 減価 償却 資産 を

除 く 。)につ き 被害 金額 (保険金 、損害賠

償 金 等 に よ り 補 充 さ れ た 金 額 を 除 く 。 )

が そ の 価 格 の お お む ね 2分 の 1以 上 で あ

る 損害 を受 けた者 があ る 場 合、そ の損害

を 受け た月 から翌 年の 12月 31日 までは、

前 々 年 に お け る 当 該 被 害 者 の 所 得 に 関

し て は 条 例 第 4条 第 1項 の 規 定 を 適 用 し

な いも のと する。  

～ 略～  

別 表第 4(第 8条 関係 ) 

扶 養親 族等 又は

児 童の 数  

金 額  

0人  1,920,000円  

1人 以上  1,920,000円に、当該扶

養 親 族 等 又 は 児 童 1人 に

つ き 3 8 0 , 0 0 0円 を 加 算 し

た 額 (所 得 税 法 に 規 定 す

る 同 一 生 計 配 偶 者 ( 7 0歳

以 上 の 者 に 限 る 。 以 下 同

じ。)又は老 人扶 養親族 が

あ る と き は 、 当 該 同 一 生

計 配 偶 者     又 は 老 人 扶

養 親 族 1人 に つ き 100,000

円 を 、 同 法 に 規 定 す る 特

定 扶 養 親 族 又 は 控 除 対 象

扶 養 親 族 ( 1 9歳 未 満 の 者

に 限る 。 )があ ると きは、

当 該 特 定 扶 養 親 族 又 は 控

除 対 象 扶 養 親 族 ( 1 9歳 未

満 の 者 に 限 る 。 )1人 に つ

き 1 5 0 , 0 0 0円 を そ の 額 に



 

加 算し た額 ) 

(備 考 ) 表 の左側 に定 める 区分 に応じ  

て 、右 欄に 定める 額と する 。  

～ 略～  

第 1号様式 (第 12条 ・第 17条 関係 ) 

別 紙の とお り  

～ 略～  

 

 

加 算し た額 ) 

(備 考 )  表 の 左 側 に 定 め る 区 分 に 応 じ

て 、右 欄に 定める 額と する 。  

～ 略～  

第 1号様式 (第 12条 ・第 17条 関係 ) 

別 紙の とお り  

～ 略～  

   附  則  

(施 行期日 ) 

1 この規 則は 、公 布の 日か ら施 行する 。

た だし 、第 10条の 改正 規定 は、 平成 31

年 1月 1日か ら施行 する 。  

(経 過措置 ) 

2  こ の 規 則 に よ る 改 正 後 の 寒 川 町 ひ と

り 親 家 庭 等 の 医 療 費 助 成 に 関 す る 条 例

施 行 規 則 (以 下 「 新 規 則 」 と い う 。 )第 1

1条 、 別 表 第 4及 び 第 1号 様 式 の 規 定 は 、

寒 川 町 ひ と り 親 家 庭 等 の 医 療 費 助 成 に

関 す る 条 例 (平 成 3年 寒 川 町 条 例 第 23号 )

第 4条 第 1項 各 号 に 定 め る 所 得 が 平 成 3 0

年 以 後 の 所 得 で あ る 場 合 に つ い て 適 用

し、同項 各号 に定め る所 得が 平成 29年以

前 の所 得で ある場 合に つい ては、なお従

前 の例 によ る。  

3 新規則 第 10条の 規定 は、平成 31年 1月 1

日 以 後 に 受 け る 医 療 に 関 す る 給 付 に つ

い て適 用し、同日前 に受 けた 医療 に関す

る 給 付 に つ い て は 、 な お 従 前 の 例 に よ

る 。  

 



第1号様式(第12条・第17条関係) 

親  ひとり親家庭等医療費助成事業 

医療証交付申請書(現況届)兼受給者台帳 
⑥ 

保険の種類 1 国保 2 組合 3 全管 4 日雇 5 船員 6 共済 7 後期 

被保険者(世帯主・組合員)

氏名 

  
申請者との続柄 

  

 

① (ふりがな) 

氏 名 

(          ) 

男 

女 

生年月日        年  月  日生 

保
険
の
状
況 

加
入
医
療 

被保険者証記号番号 

  

保険者名 符号    名称 
個人番号   

住 所 

〒 

 

 

電話   (   )         

保険者所在地 〒                       電話(  ) 

附加給付の有・無   

所

得

の

状

況 

年分所得 ⑦ 申 請 者 ⑧ 配 偶 者 ⑨ 扶 養 義 務 者 

職 業 
  

勤務先 
  

氏 名         

 勤務先

所在地 

〒 

 

 

電話   (   )         

個 人 番 号         

⑩ 控除対象配偶者及び扶養
親族の合計数(うち老人
扶養親族の数) 

人 

(     人) 

人 

(     人) 

人 

(     人) 

人 

(     人) 

⑪上記以外で前々年の12月31
日において申請者によつて
生計を維持している児童 人 

      

生活保護受給状況 受給( 年 月 日から)・非受給 児童扶養手当の受給状況 受給( 年 月 日から)・非受給 

②ひ と り 親 家 庭 等

となつた理由 
ア(父、母)死亡 イ 離婚 ウ(父、母)障害 エ(父、母)生死不明 オ(父、母)遺棄 

カ 保護命令 キ(父、母)拘禁 ク 未婚の母で父がない ケ クかどうか不明 

コ 父母死亡 サ その他(         ) 

＊⑫ 所 得 額 円 円 円 円 

＊⑬ 養育費の額 円       

  
⑬の額の8割相当額 円 

      

③ 

家

族

の

状

況 

(ふりがな) 

氏 名 

生年月日 続 柄 男 

女 

 同居

別居の別 

監護又は養育を

始めた年月日 

障害者医療の

助成の有無 

＊ 対象(受給者番号)

非対象の別 

控

除

額 

⑭障害者である控
除対象配偶者及
び扶養親族の数 

障 (  人)  円 (  人)  円 (  人)  円 (  人)  円 

(個人番号) 

  申請者

本 人 

男 

女 

    有 

無 

(        ) 

非対象 
特障 (  人)  円 (  人)  円 (  人)  円 (  人)  円 

⑮障害者、特別障害者、
寡婦・寡夫(申請者が父
又は母の場合は控除しな
い。)、勤労学生の別 

(障 特障 寡 勤) 

 

円 

(障 特障 寡 勤) 

 

円 

(障 特障 寡 勤) 

 

円 

(障 特障 寡 勤) 

 

円 
(個人番号) 

    男 

女 

同居 

別居 

  有 

無 

(        ) 

非対象 

(個人番号) 

    男 

女 

同居 

別居 

  有 

無 

(        ) 

非対象 
⑯ 
他の
控除 

  円 円 円 円 

  円 円 円 円 

(個人番号) 

    男 

女 

同居 

別居 

  有 

無 

(        ) 

非対象 ⑰ 社会保険料相当額 80,000円 80,000円 80,000円 80,000円 

(個人番号) 

    男 

女 

同居 

別居 

  有 

無 

(        ) 

非対象 
⑱ 控除額計 円 円 円 円 

＊⑲控除後の所得額 円 円 円 円 ④ 

氏 名 障 害 名 
＊ 障 害 確 認 の 内 容 

が
あ
る
と
き 

児
童
に
障
害 

 所得限度額 円 円 円 円 
確認書類 手帳等の番号 等 級 発 行 者 

提出

書類

確認

方法 

世帯の状況を証する書類    ［ 添付    児童扶養手当証書   公簿確認 ］ 

住民票記載事項証明書     ［ 添付    児童扶養手当証書   公簿確認 ］ 

所得証明           ［ 添付    児童扶養手当証書   公簿確認 ］ 

調書             ［ 添付    児童扶養手当証書   公簿確認 ］ 

健康保険証          ［ 提示    公簿確認 ］ 

 

(個人番号) 

          

 
(個人番号) 

          

［注］確認書類欄は次の書類番号を記入すること 1 身障手帳 2 療育手帳 3 診断書 4 特別児童扶養手当 
   5 その他(  )  上記のとおり、ひとり親家庭等医療費助成事業の   医療証の交付を申請します。 

                          現況を届出ます。 
 申請にあたり高額療養費等について医療保険者と給付調整することに同意します。 歳

以
後
在
学 

⑤
児
童
が
18 

氏 名 学 校 名 学 校 種 別 課 程 学年 ＊在学証明 

 
(個人番号) 

             年  月  日 

 (宛先)寒 川 町 長 

住所              

氏名                印 

 
(個人番号) 

          

 (注意)1 ＊の欄は記入しないでください。 

現行 



                                       

（裏）        

〔記入上の注意〕                                                                      

 1 ①の欄                                                                          

(1)「氏名・生年月日・住所」欄は、戸籍又は住民票（外国人は登録済証明書）に記載されている

とおり記入してください。現住所と住民登録地が違うときは、現住所を（ ）書きで記入してく

ださい。        

 (2)「生活保護、児童扶養手当」受給状況欄は該当するものを○で囲み、受給している場合には、

受給開始年月日を記入してください。                                              

2 ②の欄                                                                     

ひとり親家庭等となった事由について、該当する記号を○で囲んでください。            

3 ③の欄                                                                            

申請者及び児童について記入してください。                                          

    4 ④の欄                                                                                        

 児童に障害があるときは、氏名と障害名を記入してください。  

  5 ⑤の欄                                                                                        

 児童が 18歳に達した年の年度末以後も高等学校等に在学する場合、氏名と学校の内容を記入し

てください。 

6 ⑥の欄                                                                              

       「保険の種類」欄は、該当する番号を○で囲んでください。                             

       「国保」は国民健康保険、「組合」は組合管掌健康保険、「全管」は全国健康保険協会管掌健康保険、

「日雇」は日雇特例被保険者、「船員」は船員保険、「共済」は国家公務員共済組合、公共企業体職

員等共済組合、地方公務員等共済組合、私立学校職員共済組合、「後期」は後期高齢者医療制度の略

です。 

7 ⑧の欄 

     事実上婚姻関係にある配偶者を含みます。 

8  ⑨の欄 

あなたと生計を同じくしている（あなたが養育者であるときは、あなたの生計を維持している）あな

たの父母、祖父母、子、孫等の直系血族と兄弟姉妹があるときに記入してください。  

9 ⑩の欄 

       地方税法に定める控除対象配偶者、扶養親族の合計数を記入してください。 

なお、地方税法に定める老人扶養親族があるときは、その人の数を（ ）内に再掲してください。 

 

 

10 ⑪の欄 

  当該児童がいる場合は、児童名、児童の生年月日、続柄、住所及び同居、別居の別を提出してください。

児童とは、地方税法に定める扶養親族以外の 18歳未満の児童（障害者又は高等学校等に在学する場合は 20

歳未満の者）をいいます。 

11 ⑫の欄 

新規申請の場合は前々年、現況届の場合は前年の都道府県民税の総所得金額、退職所得金額、山林所得

金額、長期・短期譲渡所得金額及び商品先物取引に係る雑所得等の金額の合計額ですが、額の記入は必要

ありません。 

12  ⑬の欄 

申請者（父又は母に限ります）が、その監護する児童の父又は母から対象児童についての扶養義務を履

行するための費用として受け取った金品等の所得の金額、その内訳としてそれぞれ申請者又は児童に支払

われた額とその金額の 8割相当の額（1円未満四捨五入）及び合計の額としてそれぞれの 8割相当額の合計

額を記入する欄ですが、いずれも額の記入は必要ありません。 

13 ⑭の欄 

⑩の欄の控除対象配偶者、扶養親族のうち、地方税法に定める障害者及び特別障害者である人の数を記

入してください。 

14 ⑮の欄 

該当者が地方税法に定める障害者及び特別障害者、寡婦・寡夫又は勤労学生であるときに、該当するも

のを〇で囲んでください。 

   ただし、申請者が父又は母である場合には、寡婦控除、寡婦控除特別加算及び寡夫控除の額は控除しま

せん。 

15 ⑯の欄 

地方税法に定める雑損控除、医療費控除、小規模企業共済等掛金控除又は配偶者特別控除等を受けてい

るときの控除額等を記入する欄です。 

16 この申請書（現況届）に添えていただく書類は次のとおりです。 

(1) あなたと児童の健康保険証 

(2) 世帯の状況を証する書類 

(3) 世帯全員の住民票記載事項に関する証明書（続柄表示のあるもの） 

(4) 本年 1月 2日以後現住所に転入された方は、前の住所地の市町村長の所得証明書 

(5) 認定調書 

(6) ④記入の場合確認書類、⑤記入の場合在学証明書 

(7) 児童扶養手当を受けている方は、児童扶養手当証書（児童扶養手当証書を提示できる方は、上記(2)～(6)

の書類は必要ありません。） 

(8) このほかの書類も必要になる場合がありますので、詳しいことは担当の職員におたずねください。 

17 この申請書（現況届）についてわからないことがありましたら、担当の職員におたずねください。

 



第1号様式(第12条・第17条関係) 

親  ひとり親家庭等医療費助成事業 

医療証交付申請書(現況届)兼受給者台帳 
⑥ 

保険の種類 1 国保 2 組合 3 全管 4 日雇 5 船員 6 共済 7 後期 

被保険者(世帯主・組合員)

氏名 

  
申請者との続柄 

  

 

① (ふりがな) 

氏 名 

(          ) 

男 

女 

生年月日        年  月  日生 

保
険
の
状
況 

加
入
医
療 

被保険者証記号番号 

  

保険者名 符号    名称 
個人番号   

住 所 

〒 

 

 

電話   (   )         

保険者所在地 〒                       電話(  ) 

附加給付の有・無   

所

得

の

状

況 

年分所得 ⑦ 申 請 者 ⑧ 配 偶 者 ⑨ 扶 養 義 務 者 

職 業 
  

勤務先 
  

氏 名         

 勤務先

所在地 

〒 

 

 

電話   (   )         

個 人 番 号         

⑩ 同一生計配偶者及び扶養
親族の合計数(うち老人
扶養親族の数) 

人 

(     人) 

人 

(     人) 

人 

(     人) 

人 

(     人) 

⑪上記以外で前々年の12月31
日において申請者によつて
生計を維持している児童 人 

      

生活保護受給状況 受給( 年 月 日から)・非受給 児童扶養手当の受給状況 受給( 年 月 日から)・非受給 

②ひ と り 親 家 庭 等

となつた理由 
ア(父、母)死亡 イ 離婚 ウ(父、母)障害 エ(父、母)生死不明 オ(父、母)遺棄 

カ 保護命令 キ(父、母)拘禁 ク 未婚の母で父がない ケ クかどうか不明 

コ 父母死亡 サ その他(         ) 

＊⑫ 所 得 額 円 円 円 円 

＊⑬ 養育費の額 円       

  
⑬の額の8割相当額 円 

      

③ 

家

族

の

状

況 

(ふりがな) 

氏 名 

生年月日 続 柄 男 

女 

 同居

別居の別 

監護又は養育を

始めた年月日 

障害者医療の

助成の有無 

＊ 対象(受給者番号)

非対象の別 

控

除

額 

⑭障害者である同
一生計配偶者及
び扶養親族の数 

障 (  人)  円 (  人)  円 (  人)  円 (  人)  円 

(個人番号) 

  申請者

本 人 

男 

女 

    有 

無 

(        ) 

非対象 
特障 (  人)  円 (  人)  円 (  人)  円 (  人)  円 

⑮障害者、特別障害者、
寡婦・寡夫(申請者が父
又は母の場合は控除しな
い。)、勤労学生の別 

(障 特障 寡 勤) 

 

円 

(障 特障 寡 勤) 

 

円 

(障 特障 寡 勤) 

 

円 

(障 特障 寡 勤) 

 

円 
(個人番号) 

    男 

女 

同居 

別居 

  有 

無 

(        ) 

非対象 

(個人番号) 

    男 

女 

同居 

別居 

  有 

無 

(        ) 

非対象 
⑯ 
他の
控除 

  円 円 円 円 

  円 円 円 円 

(個人番号) 

    男 

女 

同居 

別居 

  有 

無 

(        ) 

非対象 ⑰ 社会保険料相当額 80,000円 80,000円 80,000円 80,000円 

(個人番号) 

    男 

女 

同居 

別居 

  有 

無 

(        ) 

非対象 
⑱ 控除額計 円 円 円 円 

＊⑲控除後の所得額 円 円 円 円 ④ 

氏 名 障 害 名 
＊ 障 害 確 認 の 内 容 

が
あ
る
と
き 

児
童
に
障
害 

 所得限度額 円 円 円 円 
確認書類 手帳等の番号 等 級 発 行 者 

提出

書類

確認

方法 

世帯の状況を証する書類    ［ 添付    児童扶養手当証書   公簿確認 ］ 

住民票記載事項証明書     ［ 添付    児童扶養手当証書   公簿確認 ］ 

所得証明           ［ 添付    児童扶養手当証書   公簿確認 ］ 

調書             ［ 添付    児童扶養手当証書   公簿確認 ］ 

健康保険証          ［ 提示    公簿確認 ］ 

 

(個人番号) 

          

 
(個人番号) 

          

［注］確認書類欄は次の書類番号を記入すること 1 身障手帳 2 療育手帳 3 診断書 4 特別児童扶養手当 
   5 その他(  )  上記のとおり、ひとり親家庭等医療費助成事業の   医療証の交付を申請します。 

                          現況を届出ます。 
 申請にあたり高額療養費等について医療保険者と給付調整することに同意します。 歳

以
後
在
学 

⑤
児
童
が
18 

氏 名 学 校 名 学 校 種 別 課 程 学年 ＊在学証明 

 
(個人番号) 

             年  月  日 

 (宛先)寒 川 町 長 

住所              

氏名                印 

 
(個人番号) 

          

 (注意)1 ＊の欄は記入しないでください。 

改正案 



                                       

（裏）        

〔記入上の注意〕                                                                      

 1 ①の欄                                                                          

(1)「氏名・生年月日・住所」欄は、戸籍又は住民票（外国人は登録済証明書）に記載されている

とおり記入してください。現住所と住民登録地が違うときは、現住所を（ ）書きで記入してく

ださい。        

 (2)「生活保護、児童扶養手当」受給状況欄は該当するものを○で囲み、受給している場合には、

受給開始年月日を記入してください。                                              

2 ②の欄                                                                     

ひとり親家庭等となった事由について、該当する記号を○で囲んでください。            

3 ③の欄                                                                            

申請者及び児童について記入してください。                                          

    4 ④の欄                                                                                        

 児童に障害があるときは、氏名と障害名を記入してください。  

  5 ⑤の欄                                                                                        

 児童が 18歳に達した年の年度末以後も高等学校等に在学する場合、氏名と学校の内容を記入し

てください。 

6 ⑥の欄                                                                              

       「保険の種類」欄は、該当する番号を○で囲んでください。                             

       「国保」は国民健康保険、「組合」は組合管掌健康保険、「全管」は全国健康保険協会管掌健康保険、

「日雇」は日雇特例被保険者、「船員」は船員保険、「共済」は国家公務員共済組合、公共企業体職

員等共済組合、地方公務員等共済組合、私立学校職員共済組合、「後期」は後期高齢者医療制度の略

です。 

7 ⑧の欄 

     事実上婚姻関係にある配偶者を含みます。 

8  ⑨の欄 

あなたと生計を同じくしている（あなたが養育者であるときは、あなたの生計を維持している）あな

たの父母、祖父母、子、孫等の直系血族と兄弟姉妹があるときに記入してください。  

9 ⑩の欄 

       地方税法に定める同一生計配偶者、扶養親族の合計数を記入してください。 

なお、地方税法に定める老人扶養親族があるときは、その人の数を（ ）内に再掲してください。 

 

 

10 ⑪の欄 

  当該児童がいる場合は、児童名、児童の生年月日、続柄、住所及び同居、別居の別を提出してください。

児童とは、地方税法に定める扶養親族以外の 18歳未満の児童（障害者又は高等学校等に在学する場合は 20

歳未満の者）をいいます。 

11 ⑫の欄 

新規申請の場合は前々年、現況届の場合は前年の都道府県民税の総所得金額、退職所得金額、山林所得

金額、長期・短期譲渡所得金額及び商品先物取引に係る雑所得等の金額の合計額ですが、額の記入は必要

ありません。 

12  ⑬の欄 

申請者（父又は母に限ります）が、その監護する児童の父又は母から対象児童についての扶養義務を履

行するための費用として受け取った金品等の所得の金額、その内訳としてそれぞれ申請者又は児童に支払

われた額とその金額の 8割相当の額（1円未満四捨五入）及び合計の額としてそれぞれの 8割相当額の合計

額を記入する欄ですが、いずれも額の記入は必要ありません。 

13 ⑭の欄 

⑩の欄の控除対象配偶者、扶養親族のうち、地方税法に定める障害者及び特別障害者である人の数を記

入してください。 

14 ⑮の欄 

該当者が地方税法に定める障害者及び特別障害者、寡婦・寡夫又は勤労学生であるときに、該当するも

のを〇で囲んでください。 

   ただし、申請者が父又は母である場合には、寡婦控除、寡婦控除特別加算及び寡夫控除の額は控除しま

せん。 

15 ⑯の欄 

地方税法に定める雑損控除、医療費控除、小規模企業共済等掛金控除又は配偶者特別控除等を受けてい

るときの控除額等を記入する欄です。 

16 この申請書（現況届）に添えていただく書類は次のとおりです。 

(1) あなたと児童の健康保険証 

(2) 世帯の状況を証する書類 

(3) 世帯全員の住民票記載事項に関する証明書（続柄表示のあるもの） 

(4) 本年 1月 2日以後現住所に転入された方は、前の住所地の市町村長の所得証明書 

(5) 認定調書 

(6) ④記入の場合確認書類、⑤記入の場合在学証明書 

(7) 児童扶養手当を受けている方は、児童扶養手当証書（児童扶養手当証書を提示できる方は、上記(2)～(6)

の書類は必要ありません。） 

(8) このほかの書類も必要になる場合がありますので、詳しいことは担当の職員におたずねください。 

17 この申請書（現況届）についてわからないことがありましたら、担当の職員におたずねください。

 


